
農業用機械・施設等復旧支援事業に関する

見積書等の記載方法の留意点

１．適正な単価と客観的事実の証明について

本事業は国の公金を活用した支援であるため、適正なルールに基づく手続きが求めら

れます。

① 適正な単価による事業の実施

実態と異なる工事の計上などはご遠慮ください。結果的に補助金の全額返還や

罰則が科されるなど、重大な不利益をもたらすことに繋がってしまいます。

② 客観的な事実の証明

修繕の可否判断や証明書等の発行につきましては、専門的知見に基づく客観的

な事実に基づいてお願いいたします。

２．見積書および図面等の記載方法について

審査を円滑に進めるため、以下の要件を満たした見積書・図面等の作成をお願いしま

す。

① 材料費、労務費、諸経費等の内訳明細を必ずご記載ください。「○○工事一式」の

みの記載は受け付け出来ません。

② 見積金額は税込・税別を必ず明記してください。また、宛名は申請者本人の氏名

（法人は法人名）、を記載いただき、併せて、日付の記載や社印の押印漏れがない

ようご注意ください。

③ 見積書には施設・機械等の名称、修繕・再建の区分、規模・能力及び農業用施設

の場合は構造、その他見積内容がわかる情報を記載ください。

④ 見積書の記載内容については、必ず提出前に各自でご確認いただきますようお願

いいたします。

３．補助対象外経費について

農業生産に直接関係のない設備（生活空間、トイレ、給湯設備、事務所、休憩所等）

やオプション品は原則補助対象外です。これらが含まれる場合は、見積明細及び図面上

で明確に区分してください。

４．事業費の適正判断及び比較用見積書について

  ① 事業費が適正か判断するための見積書が必要です。原則、３社ご用意ください。

  ② 「規模拡大」「材質変更」「補強」など被災時点と異なる原形復旧を希望される場

合、補助額を算定するため「被災前と全く同じ規模・材質で復旧した場合の比較用

見積書」が必要となります。

５．修繕不能証明書

   当事業については、原則修繕が対象です。修繕が不可能である場合は、施設の場合

は建築士資格等を所有している者、機械の場合はメーカー等からの修繕不能の証明

をいただく必要があります。

お問い合わせ先

氷川町役場 農業振興課 農政係

電話：050-6887-3793

   050-6887-3599


